
収入編 （もっとくわしく）

予算書では、収入のことを歳入と表現しています。那覇市一般会計予算

の歳入の特徴を説明します。

一般会計予算 歳入

国・県支出金

特定の行政目的を達成するため

に、当該経費にあてることを条件に

交付されます。
・国庫支出金 338億7,745万円
・県支出金 167億7,931万円

地方交付税

国は、地方公共団体間での財源の不

均衡を調整して、どの地域に住む国民に

も一定の行政サービスを提供できるよう

財源を保障します。国税として徴収した

税の一定割合を、地方公共団体の財政

状況等に応じて配分します。自由に使え

る一般財源です。
・普通交付税 108億5,719万円
・特別交付税 12億9,324万円

各種交付金の内訳

・利子割交付金 8,264万円
・配当割交付金 8,918万円
・株式等譲渡所得割交付金 8,164万円
・地方消費税交付金 48億9,520万円
・自動車取得税交付金 4,304万円
・国有提供施設等所在市町村助成交付金

2億9,216万円
・地方特例交付金 6,516万円

・交通安全対策特別交付金 5,000万円

地方譲与税

国は、国税として徴収した特定税目の収入額

を、一定の客観的な基準によって地方公共団体

に譲与します。
財政状況等を考慮することなく、全地方公共団

体に一律の客観的基準で配分される点で地方交
付税と異なります。
・自動車重量譲与税 3億2,297万円
・特別とん譲与税 1,915万円
・航空機燃料譲与税 1億7,162万円
・地方揮発油譲与税 1億3,974万円

市税, 439億

4,149万円,32.7%

分担金及び負担

金など, 26億

2,775万円, 2.0%

使用料及び手数

料など, 50億

2,807万円, 3.7%

市債, 119億

9,036万円,8.9%

繰入金, 18億

2,264万円,1.4%

地方譲与税, 6億

5,348万円, 0.5%

地方消費税交付

金など（各種交

付金）, 55億

9,901万円, 4.2%

地方交付税, 121

億5,043万円, 

9.0%

国・県支出金, 

506億5,677万円, 

37.7%

１，３４４億７，０００万円
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①市民のみなさんが納める税が、収入（歳入）の約３２．７％です。

②国、県から使いみちを指定されて、特定の事業に対して交付される国・県支出金が約３７．７％となって
います。

③地方交付税は１２１億５，０４３万円で、昨年度に比べ約１３億６千万円の減となっていますが、その
分、地方消費税交付金が約１５億９千万円増えています。

④その他の収入のうち、繰入金（基金の取り崩しなど）の収入は１８億２，２６４万円で、昨年度より約３０
億３千万円減っています。

⑤市債は１１９億９，０３６万円で、臨時財政対策債や教育債の減などにより、昨年度より約２８億７千万
円減っています。

歳入の特徴

Q 借金（市債）をするのは、なぜ？ おしえて！

市 税

・個人市民税
136億6,494万円
所得などに応じて納める税です。

・法人市民税
50億1,210万円
市内の会社が収益などに応じて納

めています。

・固定資産税 207億5,179万円

土地や家屋などを所有している方が納めています。

・軽自動車税 5億6,641万円
軽自動車を持っている方が納めています。

・市たばこ税 30億3,247万円
タバコを買った方が納めています。

・事業所税 9億225万円
市内の会社が納めています。

・入湯税 1,154万円
温泉を利用した方が納めています。

A 学校などの公共施設の建設費には一度に多額の経費がかかり
ます。その経費を調達するために借金をします。資金繰りという面も
ありますが、将来の市民のみなさんにも公平に負担してもらう面も
あります。

市 債

その他の収入の内訳
地方公共団体が事業を実施するため

に国や金融機関などから借り入れる借入

金のうち、その返済が２年度以上にわた

る長期の借入金のことです。家計におけ

る借金に相当します。

・市債 119億9,036万円

・分担金及び負担金 14億8,036万円
・財産収入 6億4,739万円
・繰越金 5億円
・諸収入 17億9,672万円

・使用料及び手数料 32億3,135万円
・繰入金 18億2,264万円
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